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タイの教育の概要と、国際課題の取り扱いについて 
－地球的諸課題を取り扱う科目の導入可能性 
 
坂口 千恵 
 
1． タイ国の概要  
 
 東南アジア地域の中心部に位置するタイは、人口 66,720,153 人（CIA、2011）、面積 51.3
万平方キロメートルの国であり、現在発展途上国から先進国へとテイクオフを目指してい
る。タイの一人当たり国内総生産（2010）は 4597 ドルであり（IMF、2011）、この数値は世
界銀行によると「上位中所得国」に分類される。特に首都であるバンコクやその周辺の工
業地帯は、世界中から企業が集まる、多国籍経済地帯として発展を続けている地域である。
また、日本人観光客が訪れた外国の第 5 位がタイであるという、2010 年の統計もある。文
化や歴史、多様な地域性を生かした観光立国としても、国際的な存在感を示しているとい
えよう。しかし一方で、国内における政治的対立、カンボジアとの国境線の問題など周辺
諸国との不安定な関係、2011 年に起きた未曾有の大洪水など、順調な発展を妨げる要素は
絶えない。 
 発展のただ中にいる国にとって、自国及び世界の開発や地球的な諸問題を考えることは、
非常に重要なことであり、国際化する世界の中で必要とされる能力である。インドシナの
中央部に位置するという性質から、周囲の国々と政治経済、市民レベルの交流などの面で
良好な関係を維持することが、タイが存続する上で必要不可欠であるといえる。また、タ
イは仏教の国であるという印象が強いが、実際はイスラム教やキリスト教などの異なる宗
教、複数の人種を擁する多民族国家であり、国内においても相互理解や共存は欠かせない。 
 そこで本章では、発展著しい東南アジアの一国であるタイの中では、国際的な諸問題に
対してどのような位置づけをしているのか、教育の中で関連する項目が取り入れられてい
るのかどうか、そして将来的にどのような教育を導入することが出来るかという点につい
て考える。 
 
2．タイの教育の概要 
 
2.1 教育制度 
 ここでは、タイの教育制度について概観する。 
タイの学校教育制度は、日本とほぼ同様であり、就学前教育、初等教育（6 年）、前期中
等教育（3 年）、後期中等教育および後期職業教育（3 年）、高等教育（3 年～）となってい
る。日本の小学校に該当する初等教育・日本の中学校に該当する前期中等教育の 9 年間が
義務教育となっている。実際には、日本の高校に該当する後期中等教育まで進学する生徒
が多く、さらに後期中等教育終了後、70％近くが高等教育へ進学する。なお、初等教育か
ら後期中等教育における授業料は無償である。中等教育における教科科目は、タイ語、数
学、科学技術、社会、宗教、保健体育、美術、音楽、職業、そして外国語となっている。 
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2.2 教育に関連する法案 
 
  タイの教育政策における長期的枠組みは、1961 年に制定された国家教育計画、同じく
1961 年より 5 年ごとに制定されている国家経済社会開発計画、そしてタイ国初の教育法と
して制定された、1999 年の国家教育法において示されている。教育政策の重点項目は、国
家経済・社会開発計画と整合している。また、2004 年に制定された「Strategic Action Plan」
では、教育機会、教育の質と管理の開発、国際競争力の強化を目指すことが明記されてい
る。以下は、年代ごとにみられる教育目標の推移および、各計画の中で国際化に関連した
事項での、時刻の目指す方向性について、特に強調されている項目である。 
【1970 年代】 
・ラックタイ（タイのアイデンティティ）、民主主義憲法、文化と芸術を重視すること 
・自己と他人の権利、義務、風紀、法律、宗教、モラルを尊重すること 
・民族、社会、宗教そして自己に対しての責任をもつこと 
・天然資源や環境保護に対しての重要性を認識すること 
【1980 年代】 
・科学技術に対する能力の不足への対策 
・若い世代のモラル、規律、責任に対する、家族と社会組織の役割を強調すること 
【1990 年代】 
・環境保護 
・世界経済への貢献 
・モラル、精神、文化、社会的価値に対する教育の重視 
・伝統的な歴史、文化の尊重 
・外国文化の流入に対して、自国の伝統への理解を深める 
・国際理解や国際交流のために、伝統芸術や文化を活用すること 
・地方の知恵、地域カリキュラムの強調 
【2000 年以降】 
・社会の急速な変化に対応すること 
・環境保護と資源の効果的な利用 
・国際社会において、国の役割に貢献すること 
・国際化、科学技術や文化交流に対応するために、外国語を推進すること 
・団結力のある社会 
・社会格差の構造的問題の解決 
・国際社会における競争力を高めるための、科学技術能力の発展 
・地方の知恵や地域の文化を尊重する 
【タイ文化キャンペーン年（1994 年）】 
1992 年、チュワン首相の文化政策に関する発言を受け、タイ文化の価値の認識、国家文化
の継承・発展を図るために定められた 
・各学校では地方の文化、産業を学ぶ活動が活発化し、全国の寺院が文化発展センターの
中心となった 
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【国家教育法（1999 年）】 
・物質面と精神面の調和的発展 
・環境教育の重視 
・グローバルな時代に対処するため、多文化・外国文化の理解と尊重 
【基礎教育カリキュラム（2001 年）】 
・タイ的な内容（タイ人アイデンティティ、道徳倫理、宗教の強調など）に国際的な内容
（世界共通の知識として、科学･技術を重視）を加味 
 以上から、教育の中で地球的な課題の取り扱いを推進しようとする一方で、国家イデオ
ロギーやタイのアイデンティティの重視、地域学習を積極的に取り入れているという、二
つの流れがあることが分かる。そこでタイが国際社会の一員として発展していくべき方向
性を定めるため、また、教育のなかで国際化と地域重視の両方を目指すという、タイの特
質を念頭に置いた形での教育を推進するために、どのような教育が有用であるか、次項で
検討する。 
 
3. 地球的な課題を取り扱う教育について 
 
 地球的な課題を取り扱う教育科目は数多く、その中でも内容が重複しているもの、国や
地域によって意味合いの違うものなどがある。今回は、特に大きな特徴を持つ三科目；国
際理解教育、開発教育、グローバル教育について概観する。 
 
3.1 国際理解教育 
 国際理解教育は第二次世界大戦終戦後まもなく始まった歴史の古い教育であるが、その
名前や性質は変遷をたどってきた（田中、1994）。1974 年にユネスコが採択した、「国際理
解、国際協力および国際平和のための教育並びに人権及び基本的自由についての教育に関
する勧告」が、その方向性を定めたと言える。 
 国際理解教育の中で取り扱うべき課題としては、民族、平和、軍縮、人権、開発、人口、
環境などの問題が示されている。この勧告はそれまでのユネスコおよび国際理解教育等の
議論を集約し、国際教育の基本的な考え方を提示するとともに、その内容やあり方にも触
れている。「国際理解教育」の名前から想起できる内容である他国・異文化理解や人権の尊
重に加え、地球的視野と相互依存関係への認識、国際的な連帯・協力の必要への理解、人
類共通の問題を解決することなどの特徴を有している。類似した名称を持つ教育に、異文
化理解教育、多文化理解教育などがあるが、それらは特に「異なる」文化や、アメリカな
どの多文化社会における「共生」に重点を置いている（中西、1993）。 
 「国際理解教育」は、その名にあらわされている通り、異なる文化を教育の文脈で理解
することが最大の特徴である。この前提に基づくと、多文化や多民族の学習は国際理解教
育の中に当然含まれている。平和教育や人権尊重、貧困撲滅や開発などの課題も重要な要
素である。一方で、これらの諸問題の「理解」のみにとどまっているのではないかという
批判もある。また、ユネスコによるこの国際理解の枠組みは、あくまで「国と国の間の」
理解と尊敬を目指すものであり（佐々木、2000）、たとえばグローバル市民として国境を
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越えて役立つ能力開発を目指す教育というわけではない。 
 
3.2 開発教育 
 第二次世界大戦の終戦時には、世界の中の少数の国が、その他大多数の国を占領してい
た。1945年以降に被占領国は次々に独立したが、先進国と発展途上国の非常に大きな格差
は存在したままであり、世界経済は二極化した。北側と南側の国々の格差を、南北問題と
呼ぶ。その中で開発教育は、イギリスや欧州諸国を起源とし、南北問題の理解およびその
解決に向けての学習を発端とする、1960年代に始まった（Osler、1994）（矢田、2005）。
つまり、開発教育は南北問題への対応と深く結びついているのである。また、開発教育は
開発に関連する事柄を広く取り扱うため、国際理解教育、環境教育、平和教育や人権教育
とも強い関連があるとされる（田中、1994）。先進国で行なわれてきた教育である一方、
「開発イコール経済発展」という開発観の見直しが、開発教育の考え方を導いた（田中、
2008）。 
 開発教育の主眼は、開発をめぐる様々な問題の理解と解決にある。従って、取り扱われ
ている内容は、開発そのものに加え、開発によっておこる貧困、環境問題、経済格差、国
際協力の必要性などである。同時に、現在その重要性が叫ばれている「持続可能な開発」
も、主要な項目の一つであると言える。また、開発教育の特徴の一つは、参加型学習
（Participatory Learning and Acton Study）という点である。開発に付随して起こる問題を学
び、解決法を考えて行動する、という箇所が、上記の国際理解教育と異なる。 
 開発教育は開発に関連する様々な事象を取り扱うだけに、学ぶべき範囲が広く、年齢の
低い学習者には難しくなりすぎると指摘がある。また、環境や人権などは開発と深くかか
わるテーマであり、実際に開発教育の題材となるが、「環境教育」など、その名を冠した
教育科目の方がより適しているということもある。また、小瑤（2003）は、開発教育が先
進国の視点から作られたものであるという起源から、先進国の目線を強調していることを
指摘する。 
 
3.3 グローバル教育  
グローバル教育は、1970年代にアメリカで始まった。アメリカは当時、泥沼化するベト
ナム戦争の最中であり、人々は長引く戦争に嫌気がさしていた。この教育は、そういった
アメリカ至上主義への抵抗から始まった活動であり、同時に多文化社会であるアメリカの
中での共生を目指すものでもあった（田中、1994）。この教育は、イギリスにも受け継が
れる。しかし現在、グローバル教育は研究者や教育の形態によって、2種類の異なる内容と
して認識されている（佐藤、1999）。一つは、上記の「アメリカで始まった、グローバル
市民を育成する教育」の意であり、今一つは、国際理解教育や開発教育、環境教育などを
含んだ「地球的な課題を取り扱う教育の総称」である。混同を避けるため、本章でのグロ
ーバル教育は、一つ目の意味を指すこととする。 
 グローバル教育で取り扱われる項目は、多様性の理解や国際的な諸問題の理解、地球市
民の育成、国際社会への積極的な参加などである。その中でも、主要な目的の一つは、グ
ローバル時代における共生、そして、国と国の垣根を越えた視点で考え、行動することの
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できる「グローバル市民」の育成である。魚住（1993）は、国際理解教育とグローバル教
育はしばしば混同されがちであるが、「グローバル市民の育成」という視点がより強いと
いう面が、グローバル教育の特徴の一つであると指摘している。 
 
3.4 それぞれの教育の特徴と適合性  
 以上の教育を導入するとしたら、それぞれの教育にはどのような適合性があるだろうか。 
 まず、「理解すること」は、全ての学習の基本である。したがって、国際理解教育は地球
的な諸課題を取り扱う学習の大きな導入部となりうる。つまり、先進国であれ発展途上国
であれ、導入可能であると考えることが出来よう。たとえば特別な科目設定を行うことが
難しくても、既存の科目の中で幅広い視点や項目を通じて、グローバル化やそれに伴う問
題を学ぶ、学際的なアプローチが可能である。これらの教育の基礎となる部分として活用
することが出来るだろう。 
 開発教育は、特に新興国にとって有益であることが考えられる。なぜなら、開発に関わ
る学習をし、その長所と短所を考えることにより、この先自国に求められる開発とは何か、
国として進むべき方向について、デザインすることが出来るからだ。現在の開発教育は、
先進国によってはじめられたものである。つまり、この開発教育の中では「先進国にとっ
て」望ましい開発の形を反映している可能性がある。従って、新興国や発展途上国の視点
から、開発教育は国際的な問題認識、開発に対する意識を高め、国際社会の中の自国のあ
り方を考える契機となる学習として、有意義なものとなるであろう。 
 グローバル教育は、特に先進国に有益だと考えられる。この科目の主要な目的は、国際
社会をリードする立場として、持続可能な社会を維持していくために必要な、グローバル
市民としてのあり方を考えることであるからだ。多くの先進国は、現在伸び悩みはあるも
のの、他の新興国や発展途上国と良好な関係を築くなど、グローバル社会をより良い形で
持続させるため、その中心的な役割を担うべきである。グローバル教育は、グローバル社
会の一員としての自覚を育成するための学習として適用できると考えられる。 
 
4. タイにおける開発教育の導入可能性と課題 
 
 では、どのような教育をタイに導入すればよいだろうか。発展途上国からテイクオフを
しつつある、新興国という位置づけにあるタイでは、開発教育が適しているのではないか
と考えられる。先に述べたように、良好な国際関係を維持することはタイ自身の発展に不
可欠であり、地球的な諸課題を取り扱う教育の導入は、その認識を深めることに貢献する。
その中でも特に開発について学ぶことで、国際社会において発展を目指す上で自国の立つ
べき位置、貢献の方法を考えることが出来るという、有効かつ新しい視点を提供できる。
また、都市と農村、民族間、社会階層の違いによって受けられる教育機会や質に格差が存
在し、国家の経済社会開発が、格差の拡大につながっているという自国内での葛藤や（村
田、2008）、国際化の進展につれ、経済的側面の発展のみが重視されてきたこと（末廣、2009）
を省み、タイ文化、地方の知恵の学習が強調されている点なども、開発に伴って表出して
きた事項である。これらについて学ぶための視点を提供するという点でも、開発教育は一
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定の効果をもたらすのではないかと期待される。 
 タイでは現在のところ、開発教育や国際理解教育など、地球的諸問題を学習するための
独立した科目が存在しない。開発教育は学際的な内容になることが考えられるため、まず
は高等教育で導入するのが望ましい。国際化がさらに進むであろう将来において、教員に
必要な資質の一つなるよう教員養成課程で初めに導入すれば、その後も教育課程の中で広
がりやすいのではないかと考える。そしてまた、タイの将来を担う若い世代にとって、有
益な教育のひとつになると期待される。 
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